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＜妊娠・出産期＞支援制度

休業手当等

非常勤職員

常勤
職員

利用対象

取得可能期間等概要種類
短時間
勤務

定時
勤務

男性女性

○育児休業給付金又は
育児休業手当金

１歳又は１歳２ヶ月
(パパママ育休プラス制度
の場合)未満の子を養育
する休業期間、保育園に
入園できない場合は１歳
６ヶ月(又は２歳)まで
支給

○産前産後休業中の社会
保険料等の免除

休業開始日の属する月
から休業終了日の翌日が
属する月の前月まで

○出産育児一時金
出産費42万円(産科医療

保障制度に加入していな
い医療機関で出産した
場合は、40.4万円)を支給

○出産手当金
(非常勤職員)

産前休暇・産後休暇の
期間を対象として給料の
支払いをうけなかった
場合に支給

※女性も取得可能です

無給無給有給×○

勤務時間の始め又は終わりにおいて１日
を通じて１時間を超えない範囲内

妊娠中の職員が通勤に利用する交通機関
の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持
に影響があるため勤務しないことを承認
する制度

①妊娠中の
通勤緩和

無給無給有給×○
妊娠中及び産後１年を経過しない期間妊産婦である職員が保健指導・健康診査

のため勤務しないことを承認する制度
②妊産婦の

保健指導、
健康診査

有給有給有給×○
所定の勤務時間の始めから連続する時間
又は終わりまで連続する時間

妊娠中の職員が、休息し又は捕食する
ため勤務しないことを承認する制度

③妊娠中の休息、
捕食のための
期間

――ー×○
妊娠中及び産後１年を経過しない期間妊産婦である職員の業務を軽減し、又は

軽易な業務に就かせることを認める制度
④妊産婦の

業務軽減等

有給有給有給×○
分娩予定日から起算して６週間(多胎
妊娠の場合は14週間)以内で、出産の日
までの申し出た期間

出産予定の女性職員が取ることができる
休暇

⑤産前休暇

有給有給有給×〇

出産日の翌日から８週間(産後６週間
経過し、就業希望する者で医師が支障
ないと認めた期間を除く)

出産した女性職員の休暇⑥産後休暇

有給有給有給○×

入院する等の日から産後２週間を経過
する日までのうち２日の範囲内

職員の妻が出産する場合、入院の付き
添い等のために男性職員に与えられる
休暇

⑦配偶者出産
に伴う入院
の付添等休暇

有給有給有給○×
出産予定日６週間前から(多胎妊娠は14
週間)出生日後１年の期間において５日
の範囲内

職員の妻が出産する際に当該出産に係る
子又は小学校就学の始期に達するまでの
子を養育する場合の休暇

⑧夫の育児
参加休暇

――ー○○
１年に５日の範囲内（ただし、体外受精
及び顕微授精に係る通院等である場合に
あっては10日の範囲内）

不妊治療に係る通院等のため勤務しない
ことが相当であると認められる場合に
取得できる有給休暇

⑨出生サポート
休暇

無給無給無給○○※

子の出生後８週間以内に４週間まで取得
可能
２回に分割して取得可能（合わせて28日
間まで）

育児休業とは別に子の出生後８週間以内
の期間に取得できる制度であり、子の
出生直後の父親が育児に参加するための
短期集中型の休業制度

⑩出生時育児
休業

(産後パパ育休)

【問合せ先】
出産・育児制度 各部局総務（人事）担当係
育児休業給付金、社会保険料等免除、出産手当金（非常勤職員） 総務部人事課給与管理係 TEL 099-285-3350（内線3350）
育児休業手当金、共済掛金免除、出産育児一時金 総務部人事課福利厚生係 TEL 099-285-7175（内線7175）

【参考：関係規則】
①〜③、⑤〜⑨：国立大学法人鹿児島大学職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則

https://sprb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView

⑩：国立大学法人鹿児島大学職員育児休業等規則
https://sprb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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＜育児期＞支援制度

休業手当等

非常勤職員
常勤
職員

利用対象

取得可能期間等概要種類 短時間
勤務

定時
勤務

男性女性

○育児休業中の社会保
険料等の免除
休業開始日の属する月
から休業終了日の翌日
の属する月の前月まで

無給無給無給○○

子が3歳に達するまで
非常勤職員は本人又は配偶者が育児休
業並びに保育所に入所できない等、特
に必要と認められる場合１歳を１歳
６ヶ月まで、１歳６ヶ月を２歳までの
期間とすることが可能

３歳(非常勤職員は１歳)に満たない子を
養育する場合、休業することができる制
度(期間を定めて雇用される職員は、子が
１歳６ヶ月に達する日を超えて引き続き
雇用されることが見込まれること)

⑪育児休業

○※

勤務
しな
い時
間は
減額

勤務
しな
い時
間は
減額

○○

子が小学校第３学年修了まで原則5時間
45分の短時間勤務、又は、1日の勤務時
間の始め又は終わりにおいて2時間を超
えない範囲内で30分単位で勤務時間の
短縮

子を養育する職員が、勤務時間の短縮が
できる制度

（継続して雇用された期間が1年以上ある
こと）

⑫育児部分休業

無給無給有給○○

子が１歳に達するまで
１日２回それぞれ30分以内(男性にあっ
ては、それぞれ30分から配偶者が取得
している時間を差し引いた時間)

授乳等の保育のために取得できる休暇⑬保育休暇

有給有給有給○○
小学校６学年修了まで
１年において５日、子が２人以上の
場合は10日の範囲内

子を看護(予防接種、健康診断、感染症に
伴う学級閉鎖、入園・入学式、卒園・卒
業式の場合を含む)するための休暇

⑭子の看護休暇

―――○○

子が小学校就学の始期に達するまで妊産婦である職員が請求した場合や子を
養育する場合、深夜勤務(午後10時から午
前5時まで)の制限を受けることができる
制度

⑮育児のための
深夜勤務の
制限

―――○○

子が小学校就学の始期に達するまで
１月について24時間以内、１年につい
て150時間以内
１回につき１ヶ月以上１年以内の期間

子を養育する場合、時間外勤務の制限を
受けることができる制度

⑯時間外勤務の
制限

―――○○
子が小学校就学の始期に達するまで
１回につき１ヶ月以上１年以内の期間

子を養育する場合、所定外勤務の免除を
受けることができる制度

⑰所定外勤務
の免除

不可不可―×○

妊娠中及び産後１年を経過しない期間妊産婦である女性職員が請求した場合、
超過勤務及び休日勤務が免除される制度

⑱超過勤務及び
休日勤務の
免除

【問合せ先】
出産・育児制度 各部局総務（人事）担当係
育児休業給付金、社会保険料等免除、出産手当金（非常勤職員） 総務部人事課給与管理係 TEL 099-285-3350（内線3350）
育児休業手当金、共済掛金免除、出産育児一時金 総務部人事課福利厚生係 TEL 099-285-7175（内線7175）

【参考：関係規則】
⑪、⑫：国立大学法人鹿児島大学職員育児休業等規則

https://sprb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView

⑬、⑭：国立大学法人鹿児島大学職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則
https://sprb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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＜育児期＞必要な手続き一覧（→総務担当・会計担当）

備考・詳細のURL提出書類対象者種類

※詳細は学内ネットワークにて事務局
HPをご確認ください。

□育児休業期間掛金免除申出書
※申請書提出後、育休の期間を短縮・延長した場合、
再提出が必要です。
□母子健康手帳の出生届出済証明書の写し(男性のみ)

文科省共済組合員の内、育児休業
を取得する職員

⑸育児休業中の共済掛
金免除手続き

※非常勤職員のみ提出□育児休業取得者申出書
※申請書提出後、育休の期間を短縮・延長した場合、
再提出が必要

非常勤職員の内、厚生年金保険加
入者で、育児休業を取得する職員

⑹（非常勤職員のみ）
育児休業中の厚生年金
保険料免除手続き

※男性の場合、出生時育児休業給付金
としての申請が可能な場合もございま
す。↓Q&A ↓パンフレット

□育児休業給付金受給資格確認票・（初回）育児休業
給付金／出生後休業支援給付金支給申請書
□雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書
□給付金の振込口座の口座番号が分かる通帳の写し
□記載内容に関する確認書 申請等に関する同意書
□母子健康手帳の出生届出済証明書の写し
※添付書類が追加になる場合もあるため→QRコードを
要確認！

雇用保険加入者の内、育児休業給
付金の支給要件を満たす職員。

⑺育児休業給付金（出
生後休業支援給付）の
申請手続き

↓文科省共済組合HP ※詳細は学内
ネットワーク
にて事務局HP
をご確認くだ
さい。

□被扶養者等申告書
□住民票（個人番号記載あり）の原本
その他必要書類は学内ネットワークにて事務局HPを
ご確認ください。

文科省共済組合員⑻子の扶養認定の手続
き

□扶養控除等異動申告書鹿児島大学に扶養控除申告書を提
出し、税区分甲とする職員

⑼税法上の扶養の手続
き

※届出が遅れた場合、支給開始月も遅
れる場合もありますので、ご留意くだ
さい。
※詳細は学内ネットワークにて事務局
HPをご確認ください。

□扶養親族届
□母子健康手帳の出生届出済証明書の写し
□職員と配偶者の所得額証明書
□扶養手当を受けていない証明願（※配偶者が就業し
ている場合に提出）

他に生計の途がなく主として職員
の扶養を受けている満22歳に達す
る日以後の最初の3月31日までの間
にある子がいる職員

⑽扶養手当の申請

1子につき1回まで延長可
※詳細は学内ネットワークにて事務局
HPをご確認ください。

□育児休業等開始・終了予定日変更申請書３歳に満たない子と同居し、養育
する職員

⑾育児休業の延長申請

※詳細は学内ネットワークにて事務局
HPをご確認ください。

□現況届
※育児休業等により、直近の「諸手当の現況確認」
(毎年8-9月頃)を実施していない職員のみ提出が必要

育児休業から復帰した職員⑿復帰時の現況届の提
出

※詳細は学内ネットワークにて事務局
HPをご確認ください。

□育児部分休業申請書
□母子健康手帳の出生届出済証明書の写し

小学校第３学年修了までの子を養
育する職員

⒀育児部分休業の申請

□育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時
短就業給付金支給申請書
□（育休から引き続き部分休業を開始した場合は提出
不要）雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書
□給付金の振込口座の口座番号が分かる通帳の写し
□記載内容に関する確認書 申請等に関する同意書

雇用保険加入者で育児時短就業給
付金の支給要件を満たす職員。
（→QRコードを要確認）

⒁育児時短就業給付金
の申請手続き

＜妊娠・出産期＞必要な手続き一覧（→総務担当・会計担当）

備考・詳細のURL提出書類対象者種類

※詳細は学内ネットワークにて事務局
HPをご確認ください。

□産前産後休業期間掛金免除申出書
□母子健康手帳の出生届出済証明書の写し（出産後）

文科省共済組合員の内、産前産後
休暇を取得する職員

⑴産休中の共済掛金免
除手続き

※非常勤職員のみ提出□産前産後休業取得者申出書
※本用紙に記入した出産予定日と異なる日に出産した
場合は、正しい出産日に変更した申出書を再提出する
必要があります。

非常勤職員の内、厚生年金保険加
入者で、産前産後休暇を取得する
職員

⑵（非常勤職員のみ）
産休中の厚生年金保険
料免除手続き

↓文科省共済組合HP ※詳細は学内
ネットワーク
にて事務局HP
をご確認くだ
さい。

□出産費・附加金請求書文科省共済組合員⑶出産費・附加金の受
給手続き

※詳細は学内ネットワークにて事務局
HPをご確認ください。

□育児休業申請書
□母子健康手帳の出生届出済証明書の写し

３歳に満たない子と同居し、養育
する職員

⑷育児休業の申請

総
務
担
当
係

へ
提
出

総
務
担
当
係

へ
提
出

会
計
担
当
係

へ
提
出

会
計
担
当
係

へ
提
出

会
計
担
当
係

へ
提
出
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妊娠
産休
開始
※1

出産
産休
終了
※2

子
１歳

子
３歳

小学校

就学

妊
娠
・
出
産
・
育
児
期
支
援
制
度

①通勤緩和①通勤緩和

②保健指導・健康診査②保健指導・健康診査

③休息・補食③休息・補食

④業務軽減④業務軽減

⑤産前休暇 ※1⑤産前休暇 ※1 ⑥産後休暇 ※2⑥産後休暇 ※2

②保健指導・健康診査

④業務軽減④業務軽減

⑦配偶者出産に伴う入院の付添休暇

⑧夫の育児参加休暇⑧夫の育児参加休暇

⑪育児休業(非常勤職員は原則1歳、条件により1歳6ヶ月又は2歳に達するまで)

⑬保育休暇⑬保育休暇

⑮深夜勤務の制限⑮深夜勤務の制限

⑯時間外勤務の制限⑯時間外勤務の制限

⑰所定外勤務の制限⑰所定外勤務の制限

⑱超過勤務・休日勤務の免除⑱超過勤務・休日勤務の免除

⑭子の看護休暇

⑮深夜勤務の制限

⑯時間外勤務の制限

⑰所定外勤務の免除

⑱超過勤務・休日勤務の免除

妊
娠
・
出
産
・
育
児
期
に
必
要
な
手
続

き

女性 男性 女性・男性

※1 出産予定日から6週間前までの申出期間
※2 出産日の翌日から8週間(本人が申し出て医師が

支障がないと認めた場合は6週間)

⑫育児部分休業

⑷育児休業の申請

⑴産休中の共済
掛金免除手続き

⑵産休中の厚生年金
保険料免除手続き

⑸育児休業中の共
済掛金免除手続き

⑶出産費・附加金の受給手続き

⑹育休中の厚生年金
保険料免除手続き

⑺育児休業給付金の申請手続き
⒁育児時短就業
給付金の申請手続き

⑻子の扶養認定の手続き

⑼税法上の扶養の手続き

⑽扶養手当の申請

⑾育児休業の延長申請

⑿復帰時の現況届の提出

⒀育児部分休業の申請

※事務局職員は、各課筆頭係へ

妊娠・出産・育児期に必要な手続に関して、提出時期などの詳細について
はご自身の所属している部局担当事務からの案内をご参照ください。

妊娠・出産・育児期に必要な手続に関して、提出時期などの詳細についてはご自身の所属している
部局担当事務からの案内をご参照ください。
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男女共同参画推進センターにおける支援制度

【保育支援制度】

概要 利用対象者

・本学の教職員（非常勤職員含む ※ただし、社会保険加入者）
・土日祝日での勤務、子の病気等により、緊急かつやむを得ず
通常利用しているサービス以外の保育サービスを利用しなけれ
ばならない者

対象年齢

０歳から中学校就学前までの乳幼児・児童

緊急かつやむを得ず、通常利用しているサービス以外の
保育サービスを利用した際の利用費の一部補助を行ってい
ます。

支援内容

・ベビーシッター利用料金
・一時保育利用料金
・病児・病後児保育料金 について
１回の利用につき、「１，２００円」を補助します。
※同一世帯は以下の上限が定められています。

・１ヶ月に４回（４，８００円）
・年間３６，０００円

※予算の都合によっては、年度途中で支援が中止する
可能性もあります。

対象となる保育サービス

・事業者の提供するサービス
※個人間の契約に基づくものは対象外

・１回の利用負担額が１，２００円以上のサービス
※１，２００円未満のサービスは対象外

①利用料金支払い

利用教職員ベビーシッター・
病児保育等

②領収書発行

③保育支援制度利用補助請求書・
領収書提出

④補助額振込み

男女共同参画推進センター
《提出先》人事課男女共同参画企画係

【さっつん保育園・さくらっ子保育園利用の場合】
利用月の３ヶ月後の期限までに、「鹿児島大学保育支援制度利用補

助請求書」に記載されている書類以外に、以下もご提出ください。
提出書類：①保育支援制度利用補助請求書

②領収書
③請求明細書

〈問い合わせ先〉

男女共同参画推進センター
［TEL］ 099-285-3012（内線3012）
［E-mail］gender@kuas.kagoshima-u.ac.jp

記載内容：2025.10 現在の情報

提出期限：別紙
※必着

利用翌月期限までに、１ヶ月分まとめてご提出ください。

保育支援制度

本学では、教職員が緊急かつやむを得ず通常利用しているサービス以外の保育サービス（ベビーシッター、一時保育、病児・病
後児保育）を利用した際の利用料の一部補助（１回の利用につき1,200円）を行っています。詳細は下記URLからご確認ください。

※保育支援制度の詳細はこちら → https://www.kagoshima-u.ac.jp/atsuhime/post-4.html

【問合せ先】
総務部人事課男女共同参画企画係 TEL 099-285-3012（内線3012）

【利用対象者】
本学の教職員（本学の社会保険加入者に

限る）のうち、土日祝日での勤務、子の病
気等により、緊急かつやむを得ず通常利用
しているサービス以外の保育サービスを利
用しなけれならない方

【支援内容】
１回の利用につき1,200円を補助

【支援の上限】
同一世帯に対しては、１ヶ月に４回まで。
また、年間36,000円まで。

【対象となる子どもの年齢】
０歳〜中学校就学前まで

【対象となるサービス】
利用者の負担額が１回につき1,200円以上
のもの

（個人間の契約に基づくものは除く）

申請方法
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男女共同参画推進センターにおける支援制度

【子の出張帯同支援制度】

概要

申請方法

やむを得ず養育する子を出張に帯同させる必要がある場合に、外部資金から子の出張帯同費用（交通費）を支出することがで
きます。ただし、外部資金の交付元が子の出張帯同費用を認めている場合に限ります。

申請者

（
人
事
課
男
女
共
同
参
画
企
画
係
）

男
女
共
同
参
画
推
進
セ
ン
タ
ー

〈問合せ先〉
男女共同参画推進センター

［TEL］ 099-285-3012（内線3012）
［E-mail］gender@kuas.kagoshima-u.ac.jp

記載内容：2025.7 現在の情報

各部局担当者

①出張後、申請書（兼請求書）・子の領収書、旅行命令書（写し）の提出
（提出期限：原則、出張後の２週間以内）

②支払い

【注意】
・提出期限までに提出がなかった場合や申請書や必要書類に不備が

あった際は、お支払いできない場合があります。

旅行命令書の申請・決裁

子の出張帯同支援制度

本学では、やむを得ず養育する子を出張に帯同させる必要がある場合に、外部資金から子の出張帯同費用（交通費）を支出する
ことができます。詳細は下記URLからご確認ください。

※子の出張帯同支援制度の詳細はこちら → https://www.kagoshima-u.ac.jp/atsuhime/post-15.html

【問合せ先】
総務部人事課男女共同参画企画係 TEL 099-285-3012（内線3012）

【利用対象者】
鹿児島大学職員就業規則第３条に規定された教員、特例教員、特任

教員及び特任研究員のうち、次の資格をすべて満たした方
・子を養育している
・養育する子を出張に帯同せざるを得ない理由がある
・旅行命令権者に出張（国内に限る）を認められている

【対象となる子どもの年齢】
小学校６年生まで

【支援内容】
鉄道賃、航空賃、車賃及び船賃の実費額
宿泊料を含んだパックを利用している場合は、対象外
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学内保育園

さっつん保育園(郡元キャンパス)

●利用対象者
本学職員の子で、0歳児(生後５７日以上)から
小学校就学前の乳幼児

●保育時間

月曜日～金曜日 7:30～18:30(19:30まで延長可)
土曜日、日曜日、祝日及び本学が指定する休日(夏季
・冬季休業等)休園

●その他の保育
◎一時保育(7:30～19:30の間で5時間以上)、

200円／30分

緊急又は特別な事情(本学の職員の疾病、冠婚葬祭、
介護等)の理由で乳幼児の保育が困難な場合に一時
的に預かります。

◎病児保育(9:00～18:00)、3,000円／日

医師による疾病の診断があり、病気の回復期に至って
いないが当面症状の急変は認められない状態で、集団
保育が困難であり、かつ、保護者の勤務の都合により
家庭で保育を行うことが困難と認められる場合、その
乳幼児を一時的に預かります。

さくらっ子保育園(桜ヶ丘キャンパス)

●利用対象者
本学職員の子で、0歳児(生後57日以上)から2歳(利用する年度

の4月1日から翌年3月31日までの間に3歳に達し最初の3月31日
まで)の乳幼児

※一時保育は、本学職員の子で、0歳(生後8週間以上)から小学校
就学前の乳幼児まで

●保育時間
月曜日～土曜日 7:00～19:00(21:00まで延長可)
水曜日・木曜日(終夜保育19:00～翌日7:00)
日曜日、祝日及び年末年始(12/29～1/3)休園

●その他の保育
◎一時保育(7:00～21:00)、200円／30分

緊急又は特別な事情(本学の職員の疾病、冠婚葬祭、介護等)の
理由で乳幼児の保育が困難な場合に一時的に預かります。

◎病後児保育(7:00～19:00)、3,000円／回

医師による疾病の診断があり回復期にあることの証明がある
場合、他の乳幼児との集団生活が困難な時期にその乳幼児を
一時的に預かります。

◎病児保育(9:00～18:00)、3,000円／日

【問合せ先】鹿児島大学病院総務課労務管理係
TEL 099-275-6695（内線6695）

【問合せ先】総務部人事課福利厚生係
TEL 099-285-3637（内線3637）

介護支援制度

【問合せ先】
介護関連制度 各部局等の人事担当係
介護休業給付金 総務部人事課給与管理係 TEL 099-285-3350（内線3350）
介護休業手当金 総務部人事課福利厚生係 TEL 099-285-7175（内線7175）

休業手当等

非常勤職員
常勤
職員

利用対象

取得可能期間等概要種類
短時間
勤務

定時
勤務

男性女性

○介護休業者は雇用保険
より介護休業給付金、
又は共済組合より介護
休業手当金が支給され
ます。
＊支給期間は介護休業

開始の日から３ヶ月
を超えない範囲

無給無給無給○○

要介護者１人につき、要介護状態ごとに
通算184日間の範囲内(非常勤職員は通算
93日間の範囲内)で、３回を上限として
職員が申請した期間

要介護者(２週間以上にわたり、常時介護
を必要とする家族※)を介護する職員に与
えられる制度
※家族とは、配偶者、父母、子及び配偶者
の父母、祖父母、孫、兄弟姉妹等

介護休業

勤務
しな
い時
間は
減額

勤務
しな
い時
間は
減額

勤務
しな
い時
間は
減額

○○

要介護者１人につき、介護休業とは別に
利用開始から３年間まで可
１日の所定の勤務時間の始め又は終わり
において、１日のうち連続した４時間
以内(１時間を単位)まで

要介護者を介護する職員が、勤務時間の
短縮の措置を受けることができる制度

介護部分休業

有給有給有給○○

１年において５日、要介護状態の家族が
２人以上の場合は10日の範囲内

家族の介護その他の世話をする職員が
介護等をおこなうために取ることができる
休暇

介護休暇

―――○○

１回につき１ヶ月以上６ヶ月以内要介護者を介護するために請求した場合、
深夜勤務(午後10時から午前５時までの
勤務)の制限を受けることができる制度

介護のための
深夜勤務の制限

―――○○

１回につき１ヶ月以上１年以内
１月について24時間以内、１年について
150時間以内

要介護者を介護するために請求した場合、
時間外勤務の制限を受けることができる
制度

介護のための
時間外勤務の
制限

―――○○

１回につき１ヶ月以上１年以内要介護者を介護するために請求した場合、
所定外勤務の免除を受けることができる
制度

介護のための
所定外勤務の
免除
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妻がもうすぐ出産です。
付き添ってあげたいのですが･･･

出産に伴う入院の付添等休暇
【対 象】出産する配偶者がいる男性職員
【期間等】入院する等の日から当該出産の日後2週間を

経過する日までのうち2日の範囲内

こんな制度があります。利用しませんか？

妊娠・出産・育児のとき

妻が出産するので
上の子の面倒をみたいのですが･･･

育児参加休暇

【対 象】配偶者の出産に係る子又は小学校就学の始期に
達するまでの子を養育する男性職員

【期間等】配偶者の産前・産後の期間において5日の範囲内

妻ばかりでなく、
僕も育児に参加したいのですが･･･

育児休業

【対 象】3歳(非常勤職員は原則1歳6ヶ月又は2歳に
達するまで)に満たない子を養育する職員。
ただし、期間を定めて雇用されるについては、
引き続き雇用された期間が1年以上あり、子が
1歳6ヶ月に達する日を越えて雇用が見込まれ
る者

【期間等】子が3歳に達するまで(非常勤職員は原則1歳、
条件により1歳6ヶ月又は2歳に達するまで

育児のために勤務時間を
短縮したいのですが･･･

育児部分休業

【対 象】小学校就学の始期に達するまでの子を養育する
職員

【期間等】子が小学校就学の始期に達するまで

子どもの保育園の送迎を
したいのですが･･･

保育休暇
【対 象】1歳に満たない子を養育する職員
【期間等】子が1歳に達するまで

1日2回それぞれ30分以内(男性職員はそれ
ぞれ30分から配偶者の取得時間を差し引い
た時間)

子どもの看病をしたいのですが･･･

妻に替わってワクチンの接種に連れていきたいのです
が･･･

子の看護休暇

【対 象】小学校6学年修了までの子を養育
する職員

【期間等】1年において5日、その子が2人以上の場合
は10日の範囲

子どもが小さいので、
遅くまで働けないのですが･･･

深夜勤務、時間外勤務の制限及び所定外勤務の免除

【対 象】小学校就学の始期に達するまでの子を養育する
職員

【期間等】子が小学校就学の始期に達するまで

時間外勤務の制限(１月24時間以内、1年150
時間以内)

介護が必要なとき

父が介護状態になり、母だけでは介護できません。
一緒に介護していきたいのですが･･･

介護休業

【対 象】要介護状態にある対象家族を介護する職員
【期間等】対象家族1名につき要介護状態ごとに通算184

日の範囲内(非常勤職員は通算93日)で、3回を
上限として職員が申請した期間

母が介護状態になり、
必要なときに世話をしたいのですが･･･

介護休暇

【対 象】要介護状態にある対象家族の介護、その他
の必要な世話をする職員

【期間等】1年において5日、2人以上の場合は、10日
の範囲内

おばあちゃんが介護状態になり、
母と私で交代しながら介護したいのですが･･･

介護部分休業
【対 象】要介護状態にある対象家族を介護する職員

【期間等】対象家族1人につき介護休業とは別に利用開始
から3年間まで可

子どもにしばらく介護が必要で、
遅くまで働けないのですが･･･

深夜勤務、時間外勤務の制限
【対 象】要介護状態にある対象家族を介護する職員

【期間等】承認された期間
時間外勤務の制限(1月24時間以内、1年150
時間以内)
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非常勤職員のみ厚生年金保険の手続きが必要なのは
なぜでしょうか？

常勤職員と非常勤職員では社会保険の加入の形態が異
なっており、非常勤職員のみ共済と厚生年金保険の二種
類に加入しているからです。

常勤職員の場合、共済掛金免除の手続きが完了すれば、
健保・介護部分と厚生年金部分の両方が免除になります。

共済掛金・厚生年金保険料（非常勤職員のみ）の免除の期
間を知りたいのですが・・・

産休・育休が認められた期間が免除となります。
（開始した日の属する月から、終了する日の翌日の属する
月の前月まで）
※産休分と育休分でそれぞれ手続きが必要です。

住民票が必要な手続きが複数あるかと思います。市役所や
コンビニ等で何枚発行しておけばよいでしょうか？

妊娠・出産期にて原本が必要なのは1枚のみです。あとは
写しの提出で手続きが可能なため、コピーしておくことを
お勧めいたします。住民票が必要な手続きは以下の通りで
す。

・子の扶養認定の手続き（原本）
・育児休業給付金（写し）
※育児休業給付金については一部の対象者のみ必要
※復帰後の手続きで必要になることがございますが、
その際は再発行をお願いいたします。

育児休業給付金の支給要件を満たしておらず、育児休業給付
金をうけることができませんでした。代わりとなる給付はご
ざいますか？

文科省共済組合員が、雇用保険法による給付金
①育児休業給付金
②出生後休業支援給付金
③育児時短就業給付金

の支給要件を満たしていない場合は、それぞれ以下の提出書
類を提出することで各種手当金の申請が可能です。 ※詳細は
学内ネットワークにて事務局HPをご確認ください。

育児休業手当金（×①育児休業給付金）

【提出書類】
・育児休業手当金請求書
・育児休業給付金不支給決定通知書
→育児休業給付金の手続きを行うことで、不支給決定通知書
が発行されます。

育児休業支援手当金（×②出生後休業支援給付金）

【提出書類】
・育児休業支援手当金請求書
・配偶者の方の育休取得の分かる資料（辞令の写しなど）
・配偶者であることを証明する書類（住民票の写しなど）
※その他、必要に応じて追加書類をお願いする場合がありま
す。

育児時短勤務手当金（×③育児時短就業給付金）

【提出書類】
・育児時短勤務手当金請求書
・お子さんの生年月日を証明する書類（住民票の写しなど）
※お子さんが被扶養者である場合は不要です。
※その他、必要に応じて追加書類をお願いする場合がありま
す。

出産費・附加金、育児休業給付金は給与明細にのるよ
うな給与としての支払いですか？税金はかかります
か？

出産費・附加金、育児休業給付金は、給与ではない
ため給与明細では確認できません。手続きの際にご自
身が指定した口座に振り込まれます。なお、出産費・
附加金、育児休業給付金は非課税のため、税金はかか
りません。

厚生年金保険健康保険・介護保険社会保険

共済
（文科省共済組合）

共済
（文科省共済組合）

常勤職員

厚生年金保険
（日本年金機構）

共済
（文科省共済組合）

非常勤職員

年末調整などで配偶者の税法上の扶養に入ることがあ
るかと思います。その際、自身の所得の計算をするか
と思うのですが、産休中の給与や出産費・附加金、育
児休業給付金は含めるべきでしょうか？

以下の通りとなります。
・産休中の給与：含める
・出産費・附加金：含めない
・育児休業給付金：含めない

児童手当の支給はありますか？

鹿児島大学は国立大学法人であり、職員は公務員ではない
ため、児童手当の支給は行っておりません。市町村からの
支給となりますので、詳細についてはお住いの市町村へお
問い合わせください。

必要な手続きに関して

財形貯蓄を契約していますが、必要な手続きを教えてくだ
さい。

育児休業の開始月までに積立の中断・解約の手続きをお願
いします。手続きの詳細は、契約している金融機関へお問
い合わせください。

iDeCoを事業主払い（給与天引き）で契約していますが、必
要な手続きを教えてください。

育児休業中に支払いを継続するか、中断するかで手続きが
異なります。いずれも、育児休業等の開始月までに運営管
理機関へ連絡して手続きをお願いします。

※給与天引きになっているかは、給与明細に加入者掛金額
という欄があり、金額が表示されているかで確認可能です。
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男女共同参画推進センターにおける支援制度

【研究支援員制度】

概要

応募資格

ライフイベント（妊娠、育児、介護・看病等）による事由に
より、十分な研究時間を確保できない研究者（教員、研究員）
※産前・産後休暇、育児休業又は介護休業中の者は除きます。
※研究者自身の病気を理由とした利用は、現時点では認められ
ていません。

利用期間

年に２回利用できます（前期：６月～９月、後期：10月～３月）。
前期利用者を３月に、後期利用者を７月に募集します。

利用者の声

ライフイベント期（妊娠、育児、介護・看病等）の研究
者に対し、研究支援員を配置することにより、研究活動を
補助し、研究者のキャリア継続・形成を支援することを目
的としています。

研究支援員

利用研究者が推薦する
・学部学生
・大学院生
・大学院課程修了者等（常勤の職に就いていない者）
※男女共同参画推進室長が大学院生と同等の能力があると
認めた学部卒業者（常勤の職についていない者）は研究支
援員になることができます。

研究支援員利用研究者

このような制度があることは、教員の研究者とし
てのキャリアについて大学がしっかりと考えてくれ
ていると感じることができます。学内で研究者とし
てのキャリア形成を支援する制度があることは精神
的にも良いと感じます。

育児参加に伴い、研究に割ける時間がなくなって
しまったが、本制度による支援によってプロジェク
トを滞りなく進めることができました。自身のキャ
リア形成に非常に有益であったと考えています。

実験の面白さや奥深さに触れることができました。
学校での実験ではなく、この様な制度を通して長期
的に実験を学ぶことで研究が面白いと思えるように
なりました。将来医師として研究の道も前向きにこ
れから考えていきたいと思います。

自身が研究スキルアップするのはもちろんのこと、
我々の生活面の支援として大いに役に立ったと感じ
ております。支援研究者は、ライフイベントによっ
て満足に研究を遂行できない可能性もあるため、こ
の制度があることでお互い利点を享受できる非常に
良い制度だと感じております。

支援内容

利用研究者の研究活動に必要な実験補助、研究データの
解析、統計処理、文献調査、発表資料作成等の研究補助業
務を行います。
※支援員自身の研究を行うことはできません。

〈問い合わせ先〉

男女共同参画推進センター
［TEL］ 099-285-3012（内線3012）
［E-mail］gender@kuas.kagoshima-u.ac.jp

記載内容：2024.1現在の情報

研究支援員制度

研究支援員制度は、妊娠、育児、介護、看病等期（ライフイベント期）の研究者の研究活動を補助するため、学部学生、大学院
学生、大学院課程修了者等を研究支援員として配置することによって、ライフイベント期における研究の進展を図り、キャリア継
続・形成を支援するものです。詳細は下記URLからご確認ください。

※研究支援員制度の詳細はこちら → https://www.kagoshima-u.ac.jp/atsuhime/post-14.html

【申請資格等】
本学の研究者で、次の各号のいずれかの事由により十分な研究時間を確保できない方とします。
ただし、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業中にある方を除きます。
(1) 本人又は配偶者(届け出をしないが事実上の婚姻関係と同様の事情にある者を含む。)が妊娠中の方
(2) 中学３年生までの子を養育している方
(3) 要支援又は要介護の認定を受けている家族の介護をしている方
(4) 病気(難病、重病、障害など)の家族の看護をしている方

(5) その他前各号に準ずるライフイベント期における事情がある方

【支援員の業務内容】

研究者の研究活動に必要な実験補助、研究データの解析、統計処理、文献調査、発表資料作成等の研究補助業務に限
ります。

【支援員の配置期間】
前期４か月以内(6月～９月)、後期６か月以内(10月～３月)となります。

【問合せ先】
総務部人事課男女共同参画企画係 TEL 099-285-3012（内線3012）
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問合せ先一覧

連絡先窓口内容

各部局総務（人事）担当係出産・育児・介護関連制度
特別休暇、その他人事に関すること

０９９−２８５−３３５０ 内線：３３５０総務部人事課給与管理係育児休業給付金・介護休業給付金・出産手当金
社会保険料等の免除（非常勤職員）

０９９−２８５−７１７５ 内線：７１７５総務部人事課福利厚生係育児休業手当金・介護休業手当金
出産育児一時金・共済掛金免除

０９９−２８５−３６３７ 内線：３６３７総務部人事課福利厚生係さっつん保育園

０９９−２７５−６６９５ 内線：６６９５鹿児島大学病院総務課労務管理係さくらっ子保育園

０９９−２８５−３０１２ 内線：３０１２総務部人事課男女共同参画企画係保育支援制度・子の出張帯同支援制度
研究支援員制度

本ガイドの作成については、「つむぐ」活動による業務効率化・質の向上
プロジェクトのメンバーにご協力いただきました。
この場を借りて、御礼申し上げます。

「つむぐ」活動とは
井戸学長発案の若手職員（事務の実務担当者である主任・係員）が主体と
なった、顔の見える連携・働きがいのある職場環境・職場内の心理的安全性
の向上等を目指すプロジェクト

2026年8月改定


